
貸 借 対 照 表

令和５年　３月３１日
学校法人　帝京科学大学

(単位　円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定資産 ( 64,526,602,444) ( 66,069,567,105) (△ 1,542,964,661)

　有形 固定 資産 ( 36,011,936,043) ( 37,261,226,049) (△ 1,249,290,006)

　　土          地 16,165,867,670 16,274,580,012  △ 108,712,342

　　建          物 16,030,352,523 16,818,866,838  △ 788,514,315

　　構    築    物 1,232,154,853 1,289,527,819  △ 57,372,966

　　教育研究用機器備品 704,734,108 886,374,941  △ 181,640,833

　　管理用機器備品 718,093,195 867,460,408  △ 149,367,213

　　図          書 1,077,950,991 1,061,420,205 16,530,786

　　車          輌 42,182,703 61,443,826  △ 19,261,123

　　建 設 仮 勘 定 40,600,000 1,552,000 39,048,000

  特定資産 ( 13,563,845,000) ( 13,364,520,000) ( 199,325,000)

　　第３号基本金引当特定資産 12,400,000,000 12,200,000,000 200,000,000

　　第４号基本金引当特定資産 459,380,000 459,380,000 0

　　修学旅行費預り資産 3,200,000 4,240,000  △ 1,040,000

　　施設設備更新引当特定資産 700,000,000 700,000,000 0

　　退職給与引当特定資産 1,265,000 900,000 365,000

　その他の固定資産 ( 14,950,821,401) ( 15,443,821,056) (△ 492,999,655)

　　電 話 加 入 権 3,351,069 3,351,069 0

　　施 設 利 用 権 190,000 190,000 0

　　ソフトウエア 37,659,177 5,453,622 32,205,555

　　敷　　　　　金 4,043,280 4,043,280 0

　　有  価  証  券 14,687,135,005 15,212,352,035  △ 525,217,030

　　預　　託　　金 417,150 405,330 11,820

　　金    地    金 218,025,720 218,025,720 0

流動資産 ( 10,258,491,667) ( 6,634,118,754) ( 3,624,372,913)

　　現  金  預  金 9,914,186,263 6,275,091,990 3,639,094,273

　　未  収  入  金 222,139,662 250,878,946  △ 28,739,284

　　前    払    金 116,491,671 101,079,736 15,411,935

　　立    替    金 0 68,000  △ 68,000

　　仮    払    金 388,871 1,716,405  △ 1,327,534

　　ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ 債権 5,285,200 5,283,677 1,523

資産の部合計 ( 74,785,094,111) ( 72,703,685,859) ( 2,081,408,252)

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 ( 1,043,443,368) ( 1,246,586,312) (△ 203,142,944)

　　退職給与引当金 644,929,763 659,566,173  △ 14,636,410

　　長 期 未 払 金 398,513,605 587,020,139  △ 188,506,534

流動負債 ( 2,561,538,963) ( 2,796,223,396) (△ 234,684,433)

　　未    払    金 1,216,056,139 951,106,573 264,949,566

　　前    受    金 1,228,835,997 1,747,587,300  △ 518,751,303

　　預    り    金 116,646,827 97,529,523 19,117,304

負債の部合計 ( 3,604,982,331) ( 4,042,809,708) (△ 437,827,377)

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 ( 72,597,423,009) ( 72,323,409,765) ( 274,013,244)

　　　　第１号　基本金 59,738,043,009 59,664,029,765 74,013,244

　　　　第３号　基本金 12,400,000,000 12,200,000,000 200,000,000

　　　　第４号　基本金 459,380,000 459,380,000 0

繰越収支差額 (△ 1,417,311,229) (△ 3,662,533,614) ( 2,245,222,385)

　　　　翌年度繰越収支差額  △ 1,417,311,229  △ 3,662,533,614 2,245,222,385

純資産の部合計 ( 71,180,111,780) ( 68,660,876,151) ( 2,519,235,629)

負債及び純資産の部合計 ( 74,785,094,111) ( 72,703,685,859) ( 2,081,408,252)
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注記注記注記

１．重要な会計方針１．重要な会計方針１．重要な会計方針

（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準

　　
退職給与引当金

　　
退職給与引当金

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　
・・・退職金の支給に備えるため、 期末要支給額867,106,865円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累積額と

　　　　
交付金の累積額との繰入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。

　　　　
交付金の累積額との繰入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。

　　　　
交付金の累積額との繰入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。

　　　　
交付金の累積額との繰入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。

　　　　
交付金の累積額との繰入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。

　　　　
交付金の累積額との繰入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　　
保育園の職員に係る退職給与引当金 については、 保育園職員退職手当支給規程 に基づいて退職金の支給に備えるため、

　　　　
期末要支給額1,265,000円 の100％を 計上している。

　　　　
期末要支給額1,265,000円 の100％を 計上している。

　　　　
期末要支給額1,265,000円 の100％を 計上している。

　　　　
期末要支給額1,265,000円 の100％を 計上している。

　　　　
期末要支給額1,265,000円 の100％を 計上している。

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　　
また、愛媛県私立学校退職金社団加入者 について、 期末要支給額97,172,696円 は同社団よりの交付金と同額であるため、

　　　　
退職給与引当金 は計上していない。

　　　　
退職給与引当金 は計上していない。

　　　　
退職給与引当金 は計上していない。

　　　　
退職給与引当金 は計上していない。

　　
徴収不能引当金

　　
徴収不能引当金

　　
・・・金銭債権 の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　
・・・金銭債権 の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　
・・・金銭債権 の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　
・・・金銭債権 の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　
・・・金銭債権 の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　
・・・金銭債権 の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　
・・・金銭債権 の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

（２）その他の重要な会計方針（２）その他の重要な会計方針（２）その他の重要な会計方針

　　
有価証券 の評価基準及 び評価方法

　　
有価証券 の評価基準及 び評価方法

　　
有価証券 の評価基準及 び評価方法

　　
有価証券 の評価基準及 び評価方法

　　
・・・移動平均法 に基づく原価法である。

　　
・・・移動平均法 に基づく原価法である。

　　
・・・移動平均法 に基づく原価法である。

　　
・・・移動平均法 に基づく原価法である。

　　
外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準

　　
外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準

　　
外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準

　　
外貨建資産・負債等 の本邦通貨への換算基準

　　
・・・外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場 により円換算している。

　　
・・・外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場 により円換算している。

　　
・・・外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場 により円換算している。

　　
・・・外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場 により円換算している。

　　
・・・外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場 により円換算している。

　　
・・・外貨建短期金銭債権債務 については、 期末時の為替相場 により円換算している。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

該当なし該当なし

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額

24,280,173,379 円24,280,173,379 円

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額

0円0円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

該当なし該当なし

６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額

599,309,939 円599,309,939 円

７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

（１）有価証券の時価情報（１）有価証券の時価情報（１）有価証券の時価情報

　
①総括表

　
①総括表 （単位

　
円）

当年度（令和 5年 3月 31日）当年度（令和 5年 3月 31日）当年度（令和 5年 3月 31日）

貸借対照表計上額 時
　　

価 差
　　

額

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 450,000,000 452,953,816 2,953,816
時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

有価証券 2,276,765,434 2,360,652,528 83,887,094時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券） 0 0 0

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 5,150,000,000 4,863,871,844 ▲ 286,128,156
時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

有価証券 12,410,369,570 11,805,640,193 ▲ 604,729,377時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券） 0 0 0

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 5,600,000,000 5,316,825,660 ▲ 283,174,370

合
　　

計 有価証券 14,687,135,004 14,166,292,721 ▲ 520,842,283合
　　

計

（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券） 0 0 0

時価のない有価証券
第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 10,000,000 － －

時価のない有価証券
有価証券 1 － －

　　　　　　　　　
第３号基本金引当特定資産

　　　　
合計

　　　　　　　　　
第３号基本金引当特定資産

　　　　
合計

　　　　　　　　　
第３号基本金引当特定資産

　　　　
合計

　　　　　　　　　
第３号基本金引当特定資産

　　　　
合計 5,610,000,000 － －

　　　　　　　　　
有価証券

　　　　　　　　　　　　
合計

　　　　　　　　　
有価証券

　　　　　　　　　　　　
合計

　　　　　　　　　
有価証券

　　　　　　　　　　　　
合計

　　　　　　　　　
有価証券

　　　　　　　　　　　　
合計 14,687,135,005 － －
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②明細表

　
②明細表 （単位

　
円）

当年度（令和 5年 3月 31日）当年度（令和 5年 3月 31日）当年度（令和 5年 3月 31日）

貸借対照表計上額 時
　　

価 差
　　

額

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 3,900,000,000 3,771,838,000 ▲ 128,162,000

債券 有価証券 12,100,000,000 11,739,607,000 ▲ 360,393,000債券

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 16,000,000,000 15,511,445,000 ▲ 488,555,000

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 0 0 0

株式 有価証券 517,432,540 553,487,000 36,054,460株式

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 517,432,540 553,487,000 36,054,460

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 1,700,000,000 1,544,987,660 ▲ 155,012,340

投資信託 有価証券 2,069,702,464 1,873,987,821 ▲ 196,503,743投資信託

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 3,769,702,464 3,418,186,381 ▲ 351,516,083

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 0 0 0

貸付信託 有価証券 0 0 0貸付信託

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 0 0 0

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 0 0 0

その他 有価証券 0 0 0その他

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 0 0 0

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 5,600,000,000 5,316,825,660 ▲ 283,174,340

合計 有価証券 14,687,135,004 14,166,292,721 ▲ 520,842,283合計

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 20,287,135,004 19,483,118,381 ▲ 804,016,623

時価のない
有価証券

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 10,000,000 － －
時価のない
有価証券

有価証券 1 － －時価のない
有価証券

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 10,000,001 － －

第３号基本金引当特定資産第３号基本金引当特定資産 5,610,000,000 － －

有価証券合計 有価証券 14,687,135,005 － －有価証券合計

　　
合

　　
計

　　
合

　　
計 20,297,135,005 － －

（２）デリバティブ 取引（２）デリバティブ 取引（２）デリバティブ 取引

　　    
デリバティブ 取引の契約額等、時価及 び評価損益

　　    
デリバティブ 取引の契約額等、時価及 び評価損益

　　    
デリバティブ 取引の契約額等、時価及 び評価損益

　　    
デリバティブ 取引の契約額等、時価及 び評価損益

　　    
デリバティブ 取引の契約額等、時価及 び評価損益 （単位：円）

対象物 種類種類
当年度（令和 5年 3月 31日）当年度（令和 5年 3月 31日）当年度（令和 5年 3月 31日）当年度（令和 5年 3月 31日）

対象物 種類種類
契約額等 契約額等のうち1年超 時

　　
価 評価損益

地震デリバティブ 取引 買建買建
     181,000,000
(契約最大授受額) - - -地震デリバティブ 取引 買建買建
     181,000,000
(契約最大授受額) - - -

合
　　

計合
　　

計合
　　

計 181,000,000 - - -

（注）地震デリバティブ 取引は、地震発生時の建物や設備等の損失を補填する目的として利用している。（注）地震デリバティブ 取引は、地震発生時の建物や設備等の損失を補填する目的として利用している。（注）地震デリバティブ 取引は、地震発生時の建物や設備等の損失を補填する目的として利用している。（注）地震デリバティブ 取引は、地震発生時の建物や設備等の損失を補填する目的として利用している。（注）地震デリバティブ 取引は、地震発生時の建物や設備等の損失を補填する目的として利用している。（注）地震デリバティブ 取引は、地震発生時の建物や設備等の損失を補填する目的として利用している。

　　　　　
地震デリバティブ 取引は、時価については 公正な評価額を算定することが 極めて困難と認められるため、

　　　　
地震デリバティブ 取引は、時価については 公正な評価額を算定することが 極めて困難と認められるため、

　　　　
地震デリバティブ 取引は、時価については 公正な評価額を算定することが 極めて困難と認められるため、

　　　　
地震デリバティブ 取引は、時価については 公正な評価額を算定することが 極めて困難と認められるため、

　　　　
地震デリバティブ 取引は、時価については 公正な評価額を算定することが 極めて困難と認められるため、

　　　　
地震デリバティブ 取引は、時価については 公正な評価額を算定することが 極めて困難と認められるため、

　　　　
地震デリバティブ 取引は、時価については 公正な評価額を算定することが 極めて困難と認められるため、

　

　　　
時価評価は行っていない。

　　　
時価評価は行っていない。

（３）学校法人間取引（３）学校法人間取引（３）学校法人間取引

　　    
学校法人間取引 の内容は、次のとおりである。

　　    
学校法人間取引 の内容は、次のとおりである。

　　    
学校法人間取引 の内容は、次のとおりである。

　　    
学校法人間取引 の内容は、次のとおりである。 （単位：円）

学校法人名 住所 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 関連当事者

帝京大学 東京都板橋区 建物の借用(注) - - 0 -

帝京大学 東京都板橋区 土地建物の借用(注) - - 0 -

帝京学園 東京都板橋区 土地建物の貸与(注) - - 0 -

帝京学園 東京都板橋区 土地建物の借用(注) - - 0 -

帝京学園 東京都板橋区 ｸﾞﾗﾝﾄﾞの貸与 4,004,000 施設設備利用料 0 -

（注）使用貸借 を行っている。（注）使用貸借 を行っている。

（４）学校法人の出資による会社に係る事項（４）学校法人の出資による会社に係る事項（４）学校法人の出資による会社に係る事項（４）学校法人の出資による会社に係る事項

　　　
当学校法人の出資割合が総出資額 の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　
当学校法人の出資割合が総出資額 の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　
当学校法人の出資割合が総出資額 の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　
当学校法人の出資割合が総出資額 の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　
当学校法人の出資割合が総出資額 の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　
当学校法人の出資割合が総出資額 の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　
当学校法人の出資割合が総出資額 の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

【清起企業株式会社】【清起企業株式会社】

①事業内容

　
不動産の売買・交換・貸借及 びその仲介並びに所有管理及 び利用、駐車場業、百貨店業、食堂・ ﾚｽﾄﾗﾝ及び喫茶店

　
不動産の売買・交換・貸借及 びその仲介並びに所有管理及 び利用、駐車場業、百貨店業、食堂・ ﾚｽﾄﾗﾝ及び喫茶店

　
不動産の売買・交換・貸借及 びその仲介並びに所有管理及 び利用、駐車場業、百貨店業、食堂・ ﾚｽﾄﾗﾝ及び喫茶店

　
不動産の売買・交換・貸借及 びその仲介並びに所有管理及 び利用、駐車場業、百貨店業、食堂・ ﾚｽﾄﾗﾝ及び喫茶店

　
不動産の売買・交換・貸借及 びその仲介並びに所有管理及 び利用、駐車場業、百貨店業、食堂・ ﾚｽﾄﾗﾝ及び喫茶店

　
不動産の売買・交換・貸借及 びその仲介並びに所有管理及 び利用、駐車場業、百貨店業、食堂・ ﾚｽﾄﾗﾝ及び喫茶店

　
不動産の売買・交換・貸借及 びその仲介並びに所有管理及 び利用、駐車場業、百貨店業、食堂・ ﾚｽﾄﾗﾝ及び喫茶店

　
の経営、印刷及 び出版業、生命保険媒介及 び損害保険代理業、動産 の賃貸業、株式投資業務、旅行業代理店業

　
の経営、印刷及 び出版業、生命保険媒介及 び損害保険代理業、動産 の賃貸業、株式投資業務、旅行業代理店業

　
の経営、印刷及 び出版業、生命保険媒介及 び損害保険代理業、動産 の賃貸業、株式投資業務、旅行業代理店業

　
の経営、印刷及 び出版業、生命保険媒介及 び損害保険代理業、動産 の賃貸業、株式投資業務、旅行業代理店業

　
の経営、印刷及 び出版業、生命保険媒介及 び損害保険代理業、動産 の賃貸業、株式投資業務、旅行業代理店業

　
の経営、印刷及 び出版業、生命保険媒介及 び損害保険代理業、動産 の賃貸業、株式投資業務、旅行業代理店業

  
上記に付帯する一切の業務

  
上記に付帯する一切の業務

②資本金

　
10,000,000 円（200株）

　
10,000,000 円（200株）
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③学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式に占める割合並びに当該株式の入手日③学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式に占める割合並びに当該株式の入手日③学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式に占める割合並びに当該株式の入手日③学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式に占める割合並びに当該株式の入手日③学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式に占める割合並びに当該株式の入手日

　
平成2年4月4日

　　　　　
2,000,000 円（ 40株）

　　　　　
2,000,000 円（ 40株）

　
平成7年6月8日

　　　　　
6,000,000 円（120株）

　　　　　
6,000,000 円（120株）

　
平成7年6月28日

　　　　　
2,000,000 円（ 40株）

　　　　　
2,000,000 円（ 40株）

　
合計

　
10,000,000円（200株）100％

　
合計

　
10,000,000円（200株）100％

　
合計

　
10,000,000円（200株）100％

④当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びにその 他の取引の額④当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びにその 他の取引の額④当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びにその 他の取引の額④当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びにその 他の取引の額④当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄付の金額並びにその 他の取引の額

　
当該会社からの受入額

　
事務委託費50,000円、光熱水費98,200円

　
当該会社からの受入額

　
事務委託費50,000円、光熱水費98,200円

　
当該会社からの受入額

　
事務委託費50,000円、光熱水費98,200円

　
当該会社からの受入額

　
事務委託費50,000円、光熱水費98,200円

  
当該会社への支出額

　　
印刷製本費10,370,490円

  
当該会社への支出額

　　
印刷製本費10,370,490円

  
当該会社への支出額

　　
印刷製本費10,370,490円

⑤保証債務

  
学校法人は当該会社の債務保証 は行っていない。

  
学校法人は当該会社の債務保証 は行っていない。

  
学校法人は当該会社の債務保証 は行っていない。
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